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国土地理院の地図等の利用手続き
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行政文書
公共測量成果

ホームページ
から公開している

技術資料、測量成果等

地理院地図等からの
測量成果等の公開

申請行為により
提供している

技術資料

治水地形分類図
都市圏活断層図
浸水範囲概況図など

有償により
刊行している

基本測量成果

空中写真
電子地形図
数値地図
紙地図 など

利用可能な国土地理院の主な測量成果等
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刊行、ホームページからの公開、申請行為による提供など



基 本 測 量 成 果
→ 測量法に基づく申請（複製・使用承認）の

手続きが必要な場合があります
（利用目的、加工方法、地図等の利用サイズ、

成果の公開・配布方法などにより判断）

技 術 資 料
→  ホームページからの入手、又は提供申請を

されての入手の場合は「出典の記載」が
利用条件となります

ホームページ公開している測量成果等
→ 「国土地理院コンテンツ利用規約」に基づき、

利用ルールが定められています
3

測量成果等の利用手続き



技術資料の利用手続き（申請による入手）
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申請に基づき提供される
国土地理院技術資料利用規約（利用ルール）

１） 出典の記載について

２） 第三者の権利を侵害しないようにしてください
３） 本利用ルールが適用されない技術資料について
４） 準拠法と合意管轄について
５） 免責について
６） その他

【出典記載例】
・出典：国土地理院技術資料（技術資料番号、技術資料の表題）など
※都市圏活断層図を引用する場合は、調査者名と技術資料番号を明記してください
※学術論文や図書等に引用する際は、学会誌等が定めたルールに適した方法で引用

してください
【技術資料を編集・加工等して利用する場合の記載例】

・地理院タイル （標高タイル）を加工して作成
・「○○データ」（国土地理院 技術資料）をもとに○○株式会社作成

※上記規約 1）～6）に従い｢出典の記載｣により利用可能
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国土地理院コンテンツ利用規約（利用ルール）
１） 出典の記載について

２） 第三者の権利を侵害しないようにしてください
３） 個別法令による利用の制約があるコンテンツについて

４） 本利用ルールが適用されないコンテンツについて
５） 準拠法と合意管轄について
６） 免責について
７） その他

【出典の記載例】
・出典：国土地理院ウェブサイト（当該ページのURL） など

【コンテンツを編集・加工等して利用する場合の記載例】
・地理院タイル （標高タイル）を加工して作成
・「○○データ」（国土地理院）（当該ページのURL）をもと

に○○株式会社作成

注）基本測量成果は測量法上の手続きが必要な場合があります

地理院地図のツール
で画像として保存す
ると自動的に出典が
記載されます。

地理院地図のツール
で画像として保存す
ると自動的に出典が
記載されます。

ホームページ公開成果等の利用手続き

※基本測量成果以外は、上記規約 1）～7）に従い｢出典の記載｣に
より利用可能（例：ホームページから公開されている技術資料や行政文書)



◆紙地図（地形図、地勢図、地方図等）
縮尺1/10,000～1/5,000,000の紙地図で刊行（有償）
謄抄本交付（交付手数料がかかります）によって入手した旧版地図
※ 技術資料の一部を、紙地図で複製頒布してる場合もあります →対象外

◆電子地形図（25000、20万）
縮尺1/25,000及び1/200,000のラスタデータ型の地図画像データで刊行

◆数値地図（国土基本情報等）、基盤地図情報（基本項目等）
縮尺1/2,500～1/25,000のベクトル形式のデジタルデータで刊行

◆各種主題図（土地条件図、火山土地条件図、湖沼図等）
ある特定のテーマを主題として整備し、紙地図やデジタルデータで刊行

◆空中写真、正射写真
戦後～現在までに時系列的に整備された写真を出力印画及び画像データで刊行

※ 測量成果の位置付けがご不明な場合は、北海道地方測量部までお問合せ下さい
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手続きの対象となる主な基本測量成果
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手続きの対象となる主な基本測量成果

◆地理院地図のデータ（地理院タイル）
地理院タイルのうち、以下のデータは「基本測量成果」となっております。
これらのデータをご利用の際には、測量法に基づいて複製又は使用の承認申請
が必要となる場合があります。
※「地理院地図」から公開している各種タイルデータの位置づけは下記参照

https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html

一部のタイルデータは、ズームレベル
や図葉等により位置付けが異なる成果
もございますので、ご注意下さい。

※ 測量成果の位置付けがご不明な場合は、
北海道地方測量部までお問合せ下さい。
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地図の利用目的による判断

◆私的、教育機関、一時的な資料としての利用

◎私的利用：同好会やサークル等の少人数(10人程度)のグループ内で利用

◎教育機関で利用：授業等における使用（営利目的の機関は除く、必要な限度内の部数）

◎一時的な利用：打ち合わせ等で一時的に利用し、利用後は保管せず処分する場合

◆学術論文、試験問題等での利用や、少量の地図の利用

◎学術論文に利用：学会での発表、学術論文における利用

◎試験問題として利用：あらかじめ承認を受けることが困難な試験で利用

◎テレビ番組等で利用：番組等の内容補足のための短時間利用

◎刊行物等に少量の地図を挿入：内容を補足するため、補助的に挿入して利用

申請及び出所の明示不要で、自由にご利用いただけます

基本測量成果の利用申請について

申請は不要ですが、ご利用には出所の明示が必要となります



公共測量成果等
大きさに関係なく
カウントの対象外

○○報告書

平成◇年◇月

AA
技術資料の場合
は大きさに関係
なく出典の記載
で利用可

B B

B

C

A

刊行物等に少量の地図を挿入して利用
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書籍、冊子、報告書、パンフレット、Web公開のPDFなど
A：１ページの大きさに対し1／4以下の大きさで地図等の一部を掲載する場合 → ページ数の制限なし
B：１ページの大きさに対し1／2以下の大きさで地図等の一部を掲載する場合 → 総ページ数の30％以内
C：１ページの大きさに対し1／2を超える大きさで地図等の一部を掲載する場合→ 総ページ数の10％以内

A＝3/10ページ B＝3/10ページ C＝1/10ページで条件を満たしている
基本測量成果以外の技術資料等は、測量法上の手続きの対象外
※ 公共測量成果等を利用する場合は、成果作成機関にご確認下さい

地図等の一部の表紙
への掲載は、大きさ
に関係なく利用可能

出所の明示により利用可

２枚の合計が1/4以下

２枚の合計が1/2以下



各種資料等に少量の地図を挿入して利用
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３ページ以内の記者発表資料、各種案内、チラシなど
A：１ページの大きさに対し1／4以下の大きさで地図等の一部を掲載する場合 → ページ数の制限なし
B：１ページの大きさに対し1／2以下の大きさで地図等の一部を掲載する場合 → 総ページ数の30％以内
C：１ページの大きさに対し1／2を超える大きさで地図等の一部を掲載する場合→ 総ページ数の10％以内

（3ページ以内の場合B,Cは適用外）

利用できる地図の割合（面積）は、用紙全体の面積に占める１／４以下
同じページ内で複数枚の地図を利用する場合はその合計面積で判断
複数ページの資料は、１ページごとに条件を満たしていれば利用可
少量の条件を満たしていれば、PDFファイルなどでのWeｂサイト公開も可

出所の明示により利用可

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

1

2 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

3 1

4 2

5 3

6 4

7 5

8 6

9 7

10 8

11 9

12 10

13 11

14 12

15 13

16 14

17 15

18 16

19 17

20 18

21 19

22 20

23 21

24 22

25 23

26 24

27 25

28 26

29

30

A4判の場合
面積：210×297mm 

＝623.7c㎡
1/4の面積：155.9c㎡

印刷時の余白（上下左右20ｍｍ）

16×9.5＝152c㎡

9.5×16＝152c㎡

記者発表資料
○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○

◆◆◆◆箇所図

■■■■■案内
○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○

（詳細図）会場案内

△△△△△△
△△△△△△
△△△△△△
△△△△△△

AA
２枚の合計が1/4以下



Webサイトに少量の地図を利用
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A：300×400ピクセル以下の大きさで地図等の一部(ラスタ形式)を掲載する場合 → 枚数の制限なし
B：300×400ピクセルを超える地図等の一部(ラスタ形式)を画面に収まる大きさで掲載する場合→ Webサイト全体の中で5枚まで
C：スクロール機能により画面以上の地図が見られるような場合は１枚でも申請を要します

A＝8枚、B＝1枚で少量の条件をクリア

出所の明示により利用可

A
B
C

東北地方各県全図

各県県庁所在地

BBB

BB

AAA

B

※ Webサイト全体 → httpで始まるURLが違う場合は、別のWebサイトとして扱います
※ PDFファイル（複数ページも含む）をWeb公開する場合は、刊行物等と同じ考え方になります
※ 枚数制限の無い画像は小さいため、画面に収まる大きい画像5枚以内での利用を推奨します

宮城県全図

B
○○○○○○○○○○○

宮城県施設位置図
○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○

AA

AA

AA

AA

B＝6枚で少量の枚数（5枚）を超えている C＝１枚（画面以上の大きさの地図）

スクロールバー

測量法上の手続き必要 測量法上の手続き必要

C
スクロールバーが表示
され、右側や下側にも
地図が存在している

スクロールバー
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測量法上の「複製」と「使用」の判断 ①

基本測量成果

複製（第２９条）
・コピー、スキャン等の測量ではない行為で複製したものを基図として、一部

の情報を間引いたり、若しくは測量によらない独自情報を付加したもの
・電子地形図25000等をＧＩＳの背景用地図に利用するための複製

使用（第３０条）
・測量成果をトレースし、原測量成果を調製し直して別種の地図を作成
・測量によって得たデータ等を付加し、独創性のある主題図（地質図等）を作成

測量によらない独自情報の付加 強調したい情報を部分的にトレース 色調の変更＋独自情報の付加

紙地図及びラスター
データ型の地図画像

必要な情報を全面的にトレース 測量によって得た情報の付加

注）成果品に、複製に該当する図面と使用
に該当する図面の両方が掲載される場合は、
それぞれの申請が必要になります

基本測量成果を利用する場合の手続き



使用（第３０条）
・ベクトルデータを調製する行為は、コピー（複製）と取扱いが異なります
・ベクトルデータを調製し、背景用の地図、陰影段彩図、鳥瞰図などを作成
・ベクトルデータをＧＩＳの背景用地図としてシステムに組み込むために使用

複製（第２９条）
・複数の空中写真を接合し、測量に
よらない独自情報を付加して作成

ﾍﾞｸﾄﾙﾃﾞｰﾀからﾗｽﾀｰﾃﾞｰﾀを作成 陰影段彩図の作成 鳥瞰図及び立体地形模型の作成

基本測量成果

ベクトルデータ
及び標高データ
※画像データとして作成されて

おらず、原成果は数字を羅列
したデータのようなイメージ

基本測量成果

国土地理院が
撮影した空中写真

使用（第３０条）
・標定などの測量行為を行って、複数

の空中写真からオルソ画像を作成

接合＋切出＋縮小＋測量によらない独自情報の付加 測量により作成したオルソ画像

測量法上の「複製」と「使用」の判断 ②
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基本測量成果を利用する場合の手続き
注）成果品に、複製に該当する図面と使用
に該当する図面の両方が掲載される場合は、
それぞれの申請が必要になります



複製・使用承認申請から承認までの流れ
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測量法上の手続きについて

１．申請書の作成
承認申請が必要と判断した場合には、目的が同様な申請書（記載例）を利用し、加除修正

して申請書を作成してください。
◆複製承認申請書(第29条) http://www.gsi.go.jp/LAW/2930-29zyou.html
◆使用承認申請書(第30条) http://www.gsi.go.jp/LAW/2930-30zyou.html

２．申請書の提出
申請書を送付する際には、宛名を明記し切手を貼った返信用封筒を同封し、封筒に「測量

成果の複製（使用）承認申請書」等と明記して下記宛に送付してください。
◆〒305-0811 茨城県つくば市北郷1番

国土地理院 地理空間情報部 情報企画課 審査係 宛

※北海道地方測量部管内の紙地図・空中写真を利用して紙の成果を作成する場合のみ
〒060-0808 北海道札幌市北区北8条西2丁目1-1 札幌第1合同庁舎10F

国土地理院 北海道地方測量部 測量成果の複製（使用）承認担当者 宛

３．承認書の送付
国土地理院での審査後、「承認書」を送付いたします。審査にかかる期間は申請書が到着

してから７日から１４日（土日祝日及び年末年始を除く）程度です。
※申請書に記載漏れ、内容の不備がある場合、担当者から電話・メール等で問い合わせいたします。

４．成果品の提出
作成する成果品には、必ず承認書に記載している承認番号等を記載し、成果品１部を国土

地理院（承認を受けた部署に提出）に提出してください。

※インターネット申請＜ https://onestop.gsi.go.jp/onestopservice/ ＞にも対応



承認申請書の記載例（２９条複製承認申請書）
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測量法上の手続きについて

複製の目的

複製する測量成果

複製の範囲又は区域

複製の作業方法

複製品の利用方法

申請書への記載は具体的に明記し、記入欄に記載しき
れない場合は、別紙として添付してください

※完成見本や前回承認済の複製品の出力図がある場合は、
添付してください。

複製の目的、複製する測量成果、複製の範囲又は区域、
複製の作業方法（作成工程、複製する成果から抽出す
る情報、独自に追加する情報、複製品の形態）など

※ 申請者は複製しようとする者（複製機関）のみ
※ 複製作業者名での申請は認められません

申 請 者

複 製 機 関

複製作業者



承認申請書の記載例（30条使用承認申請書）
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測量法上の手続きについて

使用の目的

使用の範囲又は区域

使用する測量成果

測量精度

使用方法

完成図の縮尺、名称

申請書への記載は具体的に明記し、記入欄に記載しき
れない場合は、別紙として添付してください

※完成見本や、過去に同様な承認を受けている場合には、
その成果品を添付してください

使用の目的、使用の範囲又は区域、使用する測量成果、
使用の作業方法（作成工程、使用する成果から抽出す
る情報、独自に追加する情報、成果品の形態）など

※申請者は、測量成果を使用して測量を実施する者
（測量計画機関又は測量作業機関のいずれも申請可能）

申 請 者

計 画 機 関

作 業 機 関



手続き等に関する留意事項
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◆地図・空中写真閲覧サービスでダウンロード可能な空中写真を刊行物等
に利用する場合は、出所の明示のみで利用できます【解像度：400dpi】

◆作成したサイトに地理院タイルを利用する場合、国土地理院サーバにアク
セスして表示させることにより、出所の明示で利用できます【参照方式】

◆機関内部のみでの利用であれば申請は不要ですが、住民等に見せる場合
や印刷物として配布する場合は、内部利用には該当しないため、承認申
請が必要となります

◆刊行物から取り外して利用することが可能な附図は、29条複製又は30
条使用の承認申請が必要となる場合があります

◆企画・立案等が同一のシリーズものの地図を順次刊行していく場合は、
１年間の複製（使用）について、包括的に承認を受けることができます

◆システムやWebサイトの場合には、原則、地図等が画面に表示されてい
る間は、常に承認番号が確認できるように掲載し、出力図にも印刷され
るように加工してください

◆承認申請手続を行うに際に、手数料等の費用は発生いたしません



承認を得て作成した成果品の二次利用
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※29条複製及び30条使用によって一部異なります
◆29条複製の承認を得て複製した複製品を、申請者自身が書籍やWeb

サイト等へ二次利用する場合については、承認の日から3年以内で、
承認時の利用目的に添う利用の場合、かつ、内容の同一性が失われて
いない場合（現況修正を含む）に限って、承認番号を明示することで、
新たに承認申請を要さずに二次利用が認められます

◆ 29条複製の承認を得て複製した複製品を増刷する場合は、承認番号を
明示することにより承認の日から3年を限度として増刷が認められます

◆30条使用の承認を得て作成された測量成果を利用する際は、新たな
承認申請は必要ありません（複製のような期限もありません）

◆国・地方公共団体が一般周知を目的として公表している複製品を、別の
国・地方公共団体が同様の目的で一般に周知するため、複製品に何ら手
を加えず（複製範囲の切り出しは可能）に転載する場合に限り、承認を
得て作成した機関の許諾を得て、かつ承認から3年以内に転載する場合
に限り、出所の明示により転載が認められます
※29条複製の成果品にのみ適用



地図等の利用手続き等に関するまとめ
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★利用する地図等が基本測量成果なのかを確認
●基本測量成果以外であれば「出所の明示」で利用可能

●基本測量成果の場合でも、挿入する地図が少量であれば、
利用目的などに関係なく「出所の明示」で利用可能

●基本測量成果の場合でも、利用目的等によっては「出所
の明示」で利用可能（一時的な利用は「出所の明示も不要」）

★基本測量成果を利用して作成した地図等を、
印刷物等での配布やWeb公開などにより、
不特定多数の人の目にふれる場合は、測量
法上の手続きが必要な場合があります



利用手続き等に関する問い合わせ
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ご不明な点や判断に迷う場合などは、
北海道地方測量部までお問合せ下さい。

国土地理院 北海道地方測量部
（測量成果の複製・使用承認担当）
TEL：011-709-2311（内4552）

E-mail：gsi-kokyo-ho@ml.mlit.go.jp

国土地理院の地図の利用手続
国土地理院Webサイト＜http://www.gsi.go.jp/＞
右側のバナー より詳細が確認できます


